
日本リーダーシップ学会論文集
                                                                           第 4号 (2021)

Transaction  of  Japan  Leadership  Association
No.4（2021）in Japanese

一般社団法人 日本リーダーシップ学会





目  次

1．ビジネススクールにおけるリーダーシップ教育のダイバーシティーとプログラム評価                                  

（世界の Executive Education 調査より）                                                                                                              
Diversity and Program Evaluation of Leadership Education at Business Schools                                                   

(Based on a Survey of Global Executive Education)                                                                            ･････1

イネステーラー 笠 章子，山崎 敦子，井上 雅裕（芝浦工業大学）

2． オンラインでのバーチャルチーム形成とリーダーシップ行動の変化                                                                                      

(e ポートフォリオを活用したリフレクションを通して)                                                          
Virtual Team Formation and Leadership Behavior Change through Online Education                                      

(Reflection: The Use of E-portfolio)                                                                                        ･････ 9

丸山 智子（愛媛大学），井上雅裕（芝浦工業大学）



Copyright © 2020-2021 日本リーダーシップ学会 All Rights Reserved.

ビジネススクールにおけるリーダーシップ教育のダイバーシティーとプログラム評価

（世界のExecutive Education 調査より）
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Abstract
The Executive Education, which began in the early 20th century and subsequently became widespread in both the United 

States and Europe, is still undeveloped in Japan. Currently, programs of more than 110 university-based Executive Education 
programs play a major role in developing top leaders for multinational companies in this era of globalization and rapid 
technological evolution, and its demand is increasing due to the increasing requirements to secure the sustainable succession 
planning for key positions in the global organizations. The aim of this study is to clarify the roles and educational approaches of 
Executive Education of the global business schools, and to examine the correlation between diversity related elements and 
evaluation of Executive Education programs by analyzing the Financial Times Executive Education Rankings 2018, and by 
visiting fifteen global business schools in six countries such as the United States, United Kingdom, France, Spain, Switzerland 
and Singapore. As a result, this study showed the unique correlation tendencies between the rankings of business schools and
diversity related elements. It also demonstrated the different tendency of Executive Education programs between United States 
and Europe as a contrast, and it suggested that the common value propositions of the people could differ the evaluation of 
educational environment. This study concludes that the diversity is important for global leadership development in education. 
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1．はじめに

近年, 知識・情報・金融, および, 人的資源が国や地域の垣根を

越えて流動性が増す中, 求められるリーダーシップの役割が変容

してきている. Harvard Business SchoolのLinda Hillによると, リー

ダーシップは組織の集合知を活用する「集合天才としてのリーダー

シップ」へと変化してきた(1). グローバル化の加速により, 多様な

文化・言語・価値観を持つ人々と共通の問題に取り組む機会が増え, 

解決すべき課題はより複雑になってきた.この様な状況下, 企業の

持続的経営を考える上でグローバル経営人材開発の需要が高まっ

ている. Development Dimensions International Inc. (DDI) の Global 
Leadership Forecast 2018の調査によると, 後継者育成 (64%) や優

秀人材の採用と留保（60％）はCEOにとってサイバーセキュリテ

ィー (25%) や世界情勢の不安定 (18%)等の課題を上回る未解決

の最大懸念事項であることが示唆されている (2). グローバル化す

る市場で事業の国際化が急速に進む中, 組織の国際化とグローバ

ルリーダシップ育成が追い付いていない現状が顕在化してきた.

INSEADビジネススクールのEryn Meyerは, 異文化理解力が国

際的リーダーシップ力の醸成において極めて重要な役割を果たす

と述べている. 国や地域によって，コミュニケーション，評価基準, 

説得性, 統率方法, 意思決定のプロセス, 信頼プロセス, 反論の仕

方，また,時間の概念といった8つの指標において人々の判断基準

が異なっており, グローバル市場を牽引するリーダーシップの育

成には，この異文化理解力の醸成が必須であると説いている(3). ま

た, 市村はグローバル人材に求められる要件の構造の中で, グロー

バル人材とは語学力に留まらず，更にそれ以上に自分が置かれてい

る異文化環境を早期に学習・認識し, 相手や状況に応じて, 異文化

コミュニケーション力を発揮できる人と述べている(4). 丸山らはリ

ーダーシップの定義の中で,「新しい価値を生み出すには, 様々な

幅広い分野の人たちが集まり、各々の違いを追求し,得意分野の融

合などによってイノベーションを起こすことが鍵となる」と述べて

いる(5).

より不確実さと複雑さが増す VUCA (Volatility, Uncertainty, 
Complexity and Ambiguity)の時代に, Executive Education（EE）が,

ダイバーシティー環境に注力しリーダーシップ教育に重きを置い

た教育を実践している. そのEEが, 組織の持続的成長を牽引でき

るグローバルリーダーを開発する教育機関として成長しており,

20 億米ドル以上の市場を形成するなどグローバル経営人材育成に

大きな役割を果たすようになってきた (6). 2017 年の上位校

International Institute for Management Development（ IMD）では

Open-Enrollment Program へ 2700 名が参加しており,参加者数で前

年比 10％程度の成長を見せグローバルリーダー育成の場としてそ

の存在感を増してきた(7).そして，2020 年に世界を襲っている

COVID-19の影響下にあっても，従来からの積極的なデジタル化へ

の投資・対応に加え,一早く対面授業をオンライン授業に移行する

など世界のリーダーシップ教育を担う役割を停滞することなく遂

行している(8).

本研究では, 世界経済をリードする多国籍企業等のリーダー達

が, 総合的なリーダーシップ能力を持続的に開発するためにリカ

レント教育の場として集うEEの現状を調査,および，分析する. ま
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た，今後さらなる経済発展が期待されるアジアにおけるEEプログ

ラムの開発要件も併せて提案するものである.

2．Executive Educationの概要

世界のビジネススクール（経営大学院）が運営する EE は, 20
世紀初頭に創生され, 欧米の国家機関や多国籍企業などによる活

用が70年以上前から始まった. 

2.1 Executive Education創生の背景

世界の大学基盤の社会人教育コンソーシアムであるUNICONによ

ると, EEのルーツはFrederick Taylor が20世紀初頭にThe Principle of 
Scientific Managementに記述している米国Massachusetts Institute of 
Technology (MIT) の技術系人材教育を主体とした Scientific 
Management and Engineering Administration Courses (9)に遡るとされる.
そして, 今日のEEは第二次世界大戦後に米国の先進的な大学から始

まった (Harvard–1945 年 , Kellogg–1951 年 , Columbia–1951 年 , 
Wharton–1953年) 管理職向けプログラムが始まりとされる. EE初頭

のプログラムはMBAカリキュラム教育の凝縮版という形式であり, 
その後, その形式は数十年継続された(10).
一方, Amdamは, 米国における経営人材育成の視点から,優秀な

社会人を育成するビジネススクールの役割が経営革命と共に発展

してきたことを述べている. 1920 年代に米国 Harvard Business 
School（HBS）が実践的, かつ, 効果的な経営人材育成のプログラ

ムを模索し試験的な運営を開始,1928 年に同校がプロトタイプの

ようなプログラムSpecial Sessions For Executivesを作ったことがEE
の始まりとされる. そして, 1945 年に HBS による 13 週間の EE
プログラムAdvanced Management Program (AMP）が開始された. そ

のEEの流れは第二次世界大戦後から先進国の高度経済成長の波に

乗って 1960 年代に活発化し, その後, 米国 50 校以上のビジネス

スクールへ, そして, 1970 年代になると欧州を始め世界へと拡大

したと解説されている(11).

2.2 Executive Educationの定義について

世界で拡大傾向にあるEEだが, その定義が明確に文面で示され

ているものは少ない.その中で,欧米校のビジネススクールで世界

の五指に入る IMDとHBSのウエブサイトで紹介されているEEの

解説を紹介する.

IMD によると, 「EE は、グローバルビジネスが組織幹部のリー

ダーシップの才能を育成するための重要なツールです. 経営幹部

のスキル強化のための新しい知識を提供し, 一歩下がって新しい

視点を得る機会を与えます」と記されている(12).
次に HBS によると, 「人の内面的な変化にはしばしば触媒

（Catalyst）が必要です.20万人を超えるビジネスリーダーにとって

HBS Executive Educationはその触媒です. ここでは変革的な生活学

習体験や世界中の幹部とのネットワーキングに集中し, 経験豊富

な HBS 教員が実施するプログラムに完全に没頭しています. それ

は参加者のキャリアと人生を豊かにするホリスティックな経験で

す」と述べている(13).

また, 日本では名古屋商科大学の栗本が「EE はいわゆる社会人

教育（生涯教育）であり, Executive ＝ 重役という意味ではなく, 企

業の中核的人材もしくは役職者という程度のニュアンスで捉える

と良いかと思います. このプログラムが目指す教育はMBAの取得

ではなく, 興味のある領域にフォーカスして数日間から1週間で学

修を行う非学位のマネジメント研修となります」と解説している(14).

尚, EEの留学渡航期間だが, 2020年8月時点で7週間を最長とし

た 2 カ月弱の長めのプログラムの提供があることが独自調査から

明らかとなっている.

2.3 Executive Educationの位置付けと分類

EEの教育的位置付けを理解し易くするために, 独自のビジネス

スクール調査から世界のビジネススクールにおけるEEの位置付け

を図式化した（Fig.1）. 

Fig.1 Positioning of Executive Education 
at Global Business Schools

ビジネススクールにおける教育は，凡そ二つに分類される.

一つ目は，修士課程や博士課程など学位取得の有る Degree 
Program教育を担う部門で, 主に20代から40歳位までの学生がほ

ぼフルタイムで学習する形式に分類される. 近年では

Executive-MBA (EMBA) という時間的拘束が比較的少ないエグゼ

クティブ向けの修士号取得プログラムを提供する大学も増えてき

た.

二つ目は学位取得の無い None-Degree Program を提供する

Executive Education（EE）に分類される. EEで特筆すべきことは若

年のマネジメント層からシニアマネジメント層までをカバーする

対象層の厚さであり, 30代から50代など年代を超えた人材層を網

羅するプログラムを提供していることである. 学位取得対象の教

育と学位取得の無いEEの運営比重はビジネススクールによって異

なっている. 例えば, EE上位校であるスイスの IMDではEE学生

数が占める割合が圧倒的多数となっており, 2017 年における EE
のOpen-Enrollment Program参加者は2700名と, 90名定員のMBA
と比較して約30倍の学生数となっている(7). しかし,HBSの2019
年秋の生徒数白書における Degree Program に参加する生徒数が

23949名であるのに対し, EE programへの参加者数が12605名で

あるように(15) (16)一般的には学位取得があるDegree Programに参加

する学生数が全生徒数の半数以上を占めることが多い．更に，EE
は， Open-Enrollment ProgramとCustom Programの2種類に分類さ

れる（Fig.1）が, 本研究では, 多様性の工夫が凝らされており，世

界のグローバル人材が自在に集う Open-Enrollment Program を対象

に調査研究を行った．

3. 世界のExecutive Education調査概要

3.1意義と目的

London Business SchoolのLynda Grattonらが提唱する人生100年

時代と言われる今日, 人生の様々なステージで学び続けるリカレ

ント教育の重要性が注目されるようになってきた(17). 我が国にお

けるビジネススクール（経営大学院）は, 凡そ20代を中心とした

2
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Fig.2 Number of Students in Graduate Schools by Country
(Ministry of Education, Educational Statistics of Countries(18))

MBA 等の学位取得を目的とした教育機関としての役割を担ってい

るが, 従来の学位取得型の大学院在籍人数も先進国諸国に比べて

低い水準となっている（Fig.2）(18). 
2015 年から国内外の企業教育ヒヤリングを実施してきた中, 70

年以上前から学位取得の無いEEが世界のビジネススクールより提

供されており, 多国籍企業に留まらず日本企業のグローバルリー

ダーシップ教育にも活用されていることが明らかとなった. しか

し，日本には大学基盤のEE教育は殆ど顕在化していない．

一方，日本の大学教育機関を見てみると，社会人に向けたリカレ

ント教育の場として門戸が開いていない訳では無いが目的通りに

十分活用されておらず，グローバルリーダー教育の場として十分に

活用されていない実態も見えてきた. 日本企業がグローバル経営人

材育成の場として海外の大学機関を利用せざるを得ない状況とな

っているのには, そのような背景も要因の一つと考えられる.
本稿では，社会におけるグローバルリーダーシップ育成に存在感

を増して来ている世界の大学基盤EE の包括的概要とそのプログラ

ムを取り巻く環境を解明することを目的とした. 特に，世界で活躍

するリーダーになるためのコアコンピテンシーとも言われる異文

化理解力(19) (20)を形成する上で重要なダイバーシティー環境に着目

した．そして，Executive Education（EE）におけるダイバーシティ

ー（多様性）環境要因と大学ランキングとの相関を分析し, 多様な

学習環境がビジネススクールランキングに与える影響を探求する

ものとした.

3.2 調査方法

3.2.1 Financial TimesのFT Executive Education Rankings分析

EEの包括的実態を把握するために，約10年間のEEのデータベ

ースとしてビジネススクールにも頻繁に活用されている FT 
Executive Education Rankings を元に上位30校の分析を行った. 特

に, 詳細の影響要因分析においてはFT Executive Education Rankings
2018 Open-enrollment Programの中で公表されている16の評価項目
(7)から国際的多様性・異分野多様性に直接的, また，間接的な影響

をもたらすダイバーシティー関連項目のデータ（Table 1）を抽出し, 

ビジネススクール・ランキングとの相関関係を調査分析した．

3.2.2 世界のビジネススクールヒヤリング調査

欧米, および,アジアに拠点を置くビジネススクールを 2016 年

から2017年に訪問調査した. 訪問したのは, 米国・英国・仏国・

スイス・スペインおよびシンガポールの6か国, 15大学の17キャ

ンパスであった．面談者は学長・EE学長・EE担当部長, および, EE
の日本アジア担当マネージャーなど約70名と面談した.

Table 1Attributes of Business School Evaluation in FT Executive Education Rankings 2018

3
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調査対象のビジネススクールは, 原則，英国Financial Timesが発

行する FT Executive Education Rankings 2016 Open-enrollment 
Program に掲載されるランキング上位 30 位(21)（Table2）のビジネ

ススクールとした. 英語のプログラムを主言語としてプログラム

を提供していることを訪問先確定の要件とした.上位 30 位に入っ

ていなかったものの, ビジネススキルとして重視されるマーケテ

ィング教育で有名なNorthwestern大学のKelloggビジネススクール

も併せて15校を調査対象校とした.

2015年から2016年時点では, 日本企業が社員を送り込むEE留

学先は Harvard Business School(BS), Stanford BS, Wharton BS や

Columbia BS等の米国有名校が多かったことや情報の得やすさから

北米校のウエイトが高い大学訪問となった．欧州校の訪問数は 7
校ではあったものの, キャンパス訪問数では 17 キャンパス中

52.9％の9キャンパスと欧米比較の均等性を鑑みた構成とした.

調査の第一歩として, まず, EE のコンタクト先を各校のウエブ

サイトから取得し, 訪問1カ月以上前に訪問予定校のEE窓口担当

者と予め準備した調査項目を元に 1 時間程度の電話ヒヤリングを

行った. ヒヤリングの主な項目は，大学の教育方針，教育対象者，

主なプログラム，また，学習環境であった．その後, 現地訪問時に

補足説明を受けた. 現地では, ヒヤリングに加え施設見学, 授業の

傍観, 現地のプログラムに参加している日本人のヒヤリングも可

能な限り依頼し, より実態のわかる調査となるよう配慮した.

4. 調査結果

4.1 欧米ビジネススクールに置けるビジネススクール順位とダイ

バーシティー関連項目順位との相関

Table 2 FT Executive Education Report 2018
Open－Enrollment Program Top 30

(FT Business Education, Executive Education Rankings 2018(7))

英国 Financial Times 紙の FT Executive Education Rankings 2018
Open-enrollment program によると, 上位 30校のうち欧州校が半数

の15校を占め北米の12校を上回った(7)（Table 3）. また, 欧州校

が上位4校を占めるなど欧州校の躍進が目立った.その要因を調べ

るべく, グローバル人材のコアコンピテンシーである異文化理解

力の開発のために重要な国際的異文化,また, 業種・職種・研究分

野といった異分野の合流をもたらす直接的ダイバーシティー関連

4項目, 1）Quality of participants履修者の質, 2）Female participants
女性履修者の割合, 3）International participants履修者の国際的多様

性, および, 4）Faculty diversity講師多様性, を抽出した. そして,

欧州校と北米校におけるビジネススクール各校のランキングと直

接的ダイバーシティー関連4項目（Table 1）の相関を比較した.

その結果, リーダーシップ教育に重きを置くEEにおいて, 国際

的多様性・異分野多様性に影響を与える直接的ダイバーシティー関

連4項目がビジネススクール・ランキングに影響を与えるインパク

トの違い,また,北米校と欧州校のプログラム形成におけるダイバ

ーシティー環境に対する意識の違いが明示された（Fig.3, 4）.Fig.3
とFig.4の図では, 縦軸に各大学のEE open-enrollment programのダ

イバーシティー関連項目の順位, または女性参加者の割合（％）

を，横軸にはそれぞれのEEの大学のランキング順位を示した.

Table 3 Business School Rankings and Rankings of Diversity-Related
Items Between North America and Europe

(FT Business Education, Executive Education Rankings 2018 (7))

4



Copyright © 2020-2021 日本リーダーシップ学会 All Rights Reserved.

.

Fig.3 Correlation between School Rankings and Diversity-Related Items of Executive Education in North America

(FT Business Education, Executive Education Rankings 2018 (7))

Fig.4 Correlation between School Rankings and Diversity-Related Items of Executive Education in Europe

(FT Business Education, Executive Education Rankings 2018 (7))
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4.1.1 北米校の Executive Education における大学ランキ

ングと直接的ダイバーシティー関連項目との相関

北米校 12 校において, 履修者の質と大学ランキングに相

関は認められたものの, 女性履修者の割合,履修者の国際的

多様性, および, 講師多様性といったダイバーシティー関連

項目と大学ランキングとの相関はほぼ見られなかった. 特に

講師多様性は顕著な負の相関を示しており, 講師多様性が意

味する国籍と性別の多様性を学習環境の価値として求めな

い傾向が強く示された.

北米校は University of Toronto: Rotman の 1 校を除く 11 校

が米国のビジネススクールであったが, この履修生の国際的

多様性を重視しない傾向は「米国第一主義」に表される米国

の価値観が学習環境にも反映されている可能性を示唆した. 

4.1.2 欧州校の Executive Education における大学ランキ

ングと直接的ダイバーシティー関連項目との相関

欧州校では北米校の傾向と大きく異なっており, 全体的に

直接的ダイバーシティー関連項目と大学ランキングの相関

が見られた. 中でも, 履修生の質・履修生の国際的多様性・

講師多様性の 3 項目と大学ランキングに正の相関が見られ

た. この事実は, 欧州各校が多様性に富んだ学習環境を整備

するために世界から参加者を募ることに尽力する欧州のビ

ジネススクールの実態とも重なった. 例えば, ランキング 1
位の IMD（スイス）や 3 位の IESE（スペイン）は日本国内

にも専属担当者やオフィスを構えており,日本企業や個人に

プログラムの体験会などを頻繁に実施するなど世界から参

加者を募る努力をしている.欧州校が TOP 5 の内 4校を占め

た躍進には, 欧州ビジネススクールのダイバーシティー環境

整備が大きく影響していることが明示された.

4.1.3 欧米校の比較と背景

EE において欧米校の間で顕著な違いが現れたのは講師多

様性であった.欧州校では講師多様性と大学ランキングに正

の相関が見られたのに対して, 北米では負の相関がみられた．

米国は人類の坩堝と言われるほど多様な人種が混在する国

だが, 大多数が同一言語, 同一価値観の文化の中にあり, 北

米のリーダーたちが多く参加する Executive Education の教育

環境として国際的なダイバーシティー環境を期待する傾向

は低かった. また, 北米校では相対的にダイバーシティー環

境を整えることが大学評価に繋がり難い一面も映し出して

いると言えるだろう.

一方, 欧州では, 人々はフランス語, ドイツ語, イタリア

語, スペイン語などの異言語や異文化を背景に持つ人達に囲

まれた日常環境下に生活している. 従って, 欧州校では講師

や履修者の多様性を整備することは当然のことであり,結果, 

大多数の一か国に偏らない学習環境が整備され, 多くの国や

地域から履修者が集まり易い傾向にある.

尚, 女性履修者の割合については, 北米校・欧州校共に大

学ランキング相関は殆どみられなかった. 女性のEE平均参

加率は, 北米で38.7％, 欧州で35.5％と欧米共に3分の1強で

はあったものの, 女性の更なる社会進出が期待される今日,

更なるジェンダーダイバーシティーの進化を期待したい. ま

た, LGBTも鑑みたジェンダーダイバーシティーの指標も今

後検討が必要と思われる.

4.2 欧米のビジネススクール訪問調査結果

4.2.1 多角的ダイバーシティー環境整備

世界で EE 上位５位に入るビジネススクールにおいて, ダ

イバーシティーが高い学習環境がグローバルリーダー育成

において必須であると述べており, その環境整備に尽力して

いると答えた.各校のヒヤリングから, 1）参加者多様性, 2）
講師多様性, 3）開催地域多様性, および, 4）他大学との連

携といった 4 つのダイバーシティー要素が明らかとなった

（Fig.5）.

Fig.5 Diversity-Related Items in Executive Education

一つ目の履修者多様性では,多様国や地域からの参加者を

担保するために一カ国からの参加者比率に上限を設けてい

る大学が見られた. EE ランキング 5 位の INSEAD は一カ国

からの参加者割合を 10％以下に抑える努力をしていた. 訪

問校の内 13 校で実施されているシニアリーダー向けの 22
個のプログラムを調査した結果（Table 4)を見てみると, 北

米校はプログラムごとの参加者数が欧州の約 2 倍と多く，そ

の分参加国数は多いものの, 履修生一人当たりの国・地域数

平均が 0.31 であるのに対し、欧州校は 0.51 と米国と比較し

て参加者の国際的多様性が 65％高かった. このことから, 欧

州校の高い履修者多様性の実態が検証された. また, 欧州校

は欧米以外の参加者割合も北米校を 6 ポイント上回ってい

た.

二つ目に, 講師陣の多様性についてだが, EE ランキング

上位校は EE 訪問調査からもその高さが際立っていた.

Table 4 Characteristic of Senior Leadership Programs in Executive Education
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また, EE Open-Enrollment Program において過去 3 年連続で

ランキング 1 位を保持している IMD は, 60 名の講師陣の中

で 59 名がスイス以外の国籍保持者だった. また, EE ランキ

ング 3 位である欧州スペインの IESE は講師多様性の評価項

目において 1 位であり欧州校の講師多様性が際立っていた.

三つ目の開催地域多様性は,欧米双方の教育拠点を設ける

ことから多様な文化にふれる機会を創造して教育効果を上

げること, また, 多様な参加者を募る意味で特に欧州校がそ

の有効性を重視していた.上位にランクインしていた欧州ス

ペインの IESE は International location でも 1 位であった.

四つ目の他大学との提携については, 欧米双方にプログラ

ム開催地を確保するだけでなく,専門分野を相互に補完する

役割と, また, 一定の教育手法にとらわれることなく他校か

ら新たな教育手法を取り入れることで, 常に教育手法に変革

を加え世界の社会人教育の需要を満たすための取組みが示

された.

4.2.2 Executive Educationの教育アプローチ

世界のビジネススクール 15 校を訪問した中, 各校が注力

する教育分野をヒヤリングした結果,一校の例外もなく, EE
においてグローバル環境下に対応できるリーダーシップ教

育が最も重きを置く開発課題と回答した. また, そのヒヤリ

ングからグローバルリーダーシップ開発の三要因を抽出し

図式化した(Fig.6).
まず, グローバルリーダーを開発する上で重要な異文化・

異分野理解力を醸成するために,グローバル環境を反映した

多様性の高いダイバーシティー学習環境を整備していた. 次

に, 参加者がアセスメントおよびコーチングを通じて自己認

識を促すための仕組みづくり, そして, 三つ目にリフレクシ

ョンという自省時間を日々一定時間設けることにより学び

と気付きの定着を促すというものであった.

Fig.6 Key Elements of Global Leadership Development

また, デジタル化が加速する今日, 最先端テクノロジー理

解 を 促 進 し , 組 織 の 生 き 残 り を 議 論 す る Digital 
Transformation, AI や Data Science 等のプログラム導入が,

IMD, INSEAD, Harvard, Kellogg, ESADE など複数の大学で迅

速に開発が進んできており, 技術系教育および技術系人材育

成が強化される傾向も明らかとなった. 織田らは技術系人材

育成におけるグローバル・コンピテンシーの定義について変

遷を追った結果, skills, knowledge のような定量的な測定が

可能な能力から, 次第に異文化・異分野に対する理解や尊重, 

グローバルな視点と言った主体者の attitude, identity へと項

目が広がってきたことを明示し, 未来へ向けてより重要性を

増す技術系人材のダイバーシティー理解力の育成の重要性

を説いている(19).

5. 考察とまとめ

本稿では, EE の包括的概要と多様性を重視した学習環境

に着目して解明してきた. EE は世界の課題に取り組むこと

が出来るリーダーシップ開発を主眼としており, その開発の

ための学習環境として多面的なダイバーシティーが重要視

されていることが大学訪問ヒヤリングや Financial Times の

FT Executive Education Rankings のデータを分析することに

よって明らかとなった. また, 世界のビジネススクールがダ

イバーシティー環境整備をすることによりプログラム評価,

即ち, 大学ランキングを向上させている事実が確認された.

欧米間でダイバーシティー環境の取組み度合いに違いがあ

ったものの, 参加者・講師陣・教育場所など, ダイバーシテ

ィーと大学優位性の相関が比較的高い欧州校の躍進がみら

れた.

多様性に富んだ多国籍企業, 社会での新たな事業創出, イ

ノベーションの実現に向けては,グローバルな視点としての

多様性理解が求められており, それらの教育の土台となるの

がダイバーシティー環境である. その様な流れから，EE に

おけるグローバルリーダーシップ開発において, 多様なバリ

ューチェーンや業種を理解する異分野多様性, および, 異文

化理解を深める国際的多様性が整えるダイバーシティー環

境が注視されるようになってきた. また, 2015 年に開始し

た EE 調査の間にも各校は,多忙さを増すグローバルリーダ

ー達がより効果的に学びを得られるように柔軟に変容を遂

げてきた．組織における実務をこなしながらリカレント教育

を取り入れやすいようにモジュールの組み方・期間などに

様々な工夫が凝らされている. 毎年発行される FT Executive 
Education Ranking Reports における相対的な大学ランキング

は, 競争激化の中,毎年変化している. EE を評価する構成要

素はダイバーシティー関連以外の項目が半数以上を占める

こと, また, 世の中の変化のスピードが増していることから,

世界のビジネススクールが, 今後, 新たな未来対応型のリテ

ラシー開発など, ダイバーシティー以外の環境整備をどのよ

うに進めていくのか随時着目し多面的に研究を行うことを

計画している.

6. 課題と今後の展望

本稿で EE の有用性を述べたが, アジア地域からの参加者

にとっての課題も明らかとなった. EE の参加要件には MBA
入学時に要求される GMAT や TOEFLスコアの様な明快な参

加要件はない. 「講師陣の英語が理解でき, 自分の意見を英

語で述べて議論できるレベルの英語力」といった比較的高い

レベルの英語力が求められるため, 英語を主言語とする米

国・英国の参加者が有利な学習環境となっている.大学によ

っては電話面談で的確な英語レベルが確認されなかった場

合, 参加を拒否されることもある. また, 講義に用いられる

ケーススタディー等も欧米の事例が多く,欧米人中心の議論

となりがちで, アジアからの参加者が議論に入りにくいなど, 

アジア人が学習効果を上げる上で必ずしも理想的な学習環

境とは言えない現状がある. アジアは世界人口の 60％が居

住する 6 大州で最も大きな州である. 2030 年を超えて更に

世界経済を牽引するといわれているアジア(22)におけるアジ

ア人のための EE の開発は未来の更なるアジア経済の発展を

鑑みると,これからの取り組むべき重要な課題と言えるだろ

う.

London Business School の Lynda Gratton は, 人生 100 年時

代において, 人生の中で学習を繰り返すことが必要になって

くると述べている(17). そのサイクルの中で求められるのが
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良質の社会人教育(リカレント教育)である. 世界のリーダー

シップ開発を大きく担う Executive Education は, 幅広い年齢

層のリーダー達にグローバルリーダーシップのための学び

や多角的なダイバーシティー環境を整備しており, EE は社

会人にとって理想的なリカレント教育を実践していると言

えるだろう.

本稿が今後,アジア地域に位置する大学同士が国境を越え

た教育連携をして, アジア人によるアジア経済の発展に少し

でも繋がることを期待したい. そして，アジア地域の大学同

士の連携を図り，アジア企業や組織を主体とした有用なケー

ススタディーを積み重ね, アジア人がアジア地域の文化的親

和性のある環境下で, より議論を深められるような新たな

EE 開発の礎を築くことが出来るように著者たちも積極的に

関わっていく所存である.
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オンラインでのバーチャルチーム形成とリーダーシップ行動の変化

(e ポートフォリオを活用したリフレクションを通して)
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Abstract
In early 2020, many universities started to offer online classes in order to prevent the spread of COVID-19. 

Leadership education has been conducted for first-year Master’s students at the Graduate School of 
Engineering and Science at the Shibaura Institute of Technology since 2008, which is compulsory subject for 
more than 90 students. This leadership education is aimed at not only gaining knowledge, but also applying 
that knowledge to actual behavior. In the online leadership education, the students were divided into 17 
groups. The class sessions consist of three main components: listening to lectures, conducting discussions and 
creating materials in groups, and presenting the deliverables. This education is aimed at not only acquiring 
knowledge but also applying it to practice. To achieve the goals, we applied leadership learning to 
project-based learning (PBL) exercises, which are also conducted online. This paper reports on the effects of 
recording in an ongoing e-portfolio on leadership behaviors and the gradual development of team formation 
in online leadership education.

Key Words: Virtual team, Leadership, Reflection, Online education, E-portfolio

1．はじめに

2008年度から芝浦工業大学大学院理工学研究科修士課程

学生を対象に，体系的なアクティブラーニングによるリーダ

ーシップ教育を実施してきた(1) (2)．その教育は，知識の習得

にとどまらず，ポジティブなリーダーシップ行動の変容を目

指している．ここでのリーダーシップとは，一部のポジショ

ンにある人に限らず，あらゆるレベルの人が発揮できるスキ

ルである．

知識を行動へ結びつける作業は，学習者のモチベーション

に頼るだけでは達成できない．リーダーシップの行動を安全

に繰り返し試すことができる環境の設定や，個人の気づきを

促し，振り返りのスキルを向上させるツールも必要となる．

本授業では，新しい知識を実行に移す場所として PBL
（Project Based Learning）演習を設定し，振り返りのツール

として e ポートフォリオ（電子的に扱うポートフォリオ）を

導入してきた．

これまで，リーダーシップ教育は対面授業で実施してきた

が，今年度前期授業は新型コロナウイルスの感染拡大を防止

するため，遠隔での授業実施となった．リーダーシップ行動

の実践場所としての PBL 演習も遠隔授業となった(3)．PBL
は，90名の学生に対し総勢 15名の教員が授業を担当してい

る．学生は 14チームに分かれ，それぞれのチームのプロジ

ェクト成果物指導をチーム担当教員が実施している．本研究

は，2名の教員がすべてのチームに対して共通に行っている

バーチャルチームのリーダーシップ学習の位置づけである．

学生は，オンラインでの PBL は初めての試みであり，ど

のようなリーダーシップの発揮が可能なのか見当がつかな

い状況にあった．そこで，今年度のリーダーシップ授業では，

バーチャルチームでのプロジェクト達成に向けたリ―ダー

シップ発揮に焦点を当てた．バーチャルチームでのプロジェ

クト達成を目指して，プロジェクトリーダーだけでなくメン

バー全員がリーダーシップ行動に取り組んだ．授業では，4
週間の PBL 演習でのチームの活動経験を踏まえて，5週目に

チームごとにバーチャルチームの効果的な運用に向けたリ

ーダーシップ行動のルールを設定した．学生らは，チーム独

自のルールを踏まえて，自らのリーダーシップ発揮を試みた．   

さらに，e ポートフォリオを活用して，そのリーダーシッ

プ行動のリフレクション結果，及びチーム形成の発達段階の

評価を 6週間に渡り記録した．本論文では，これらオンライ

ンでのリーダーシップ教育において，継続的な e ポートフォ

リオへの記録がもたらすリーダーシップ行動の変化，及びチ

ーム形成の段階的な発達への効果について報告する．

2．企業におけるバーチャルチーム

現実の世界では，バーチャルチームでのプロジェクト実施

は珍しい形態ではない．むしろ，現代社会においてはますま

す増加傾向にある(4)．バーチャルチームとは，共通の目的を

持ち，相互依存的な業務を通じて互いに作用しあいながら，

一つのチームとして機能する集団である．一定の場所に集い

対面で活動をするのではなく，各々のメンバーが離れた場所

に存在する．多様なコミュニケーション技術を駆使して物事

代表者 e-mail address：maruyama.tomoko.xl@ehime-u.ac.jp

2．
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を推進し成果を生み出す．多くの会社は存続のための戦略的

差別化の手段としてバーチャルチームを位置づけている．限

られた資源を持つ一つの会社だけで目的が達成できない場

合は，国内外の他社と協働してバーチャルチームをつくり，

イノベーションを推進していくことが求められる．競争力を

高めるためには，様々な領域の専門性を持ったメンバーを世

界中からリクルートして，チーム形成を考えていく必要があ

る．一つの場所に物理的に集合しないバーチャルチームには，

メリットがある一方で，デメリットもある．プロジェクトリ

ーダーは，これらの点を踏まえて，バーチャルチームのマネ

ジメントを行っていくことが求められる．

2.1 企業におけるバーチャルチームのメリット

バーチャルチームでは，以下のようなメリットが挙げられ

る．

・仕事の場所が重大な問題でなくなり，世界中から優秀な

人材が採用できる．チームの多様性も広がり，イノベーショ

ンに結びつくアイデアの創出が期待できる．

・自分でスケジュールを管理できるので，生産性が向上し，

組織から受けるストレスなどの軽減も期待できる．

・世界各地に散在する社員によってバーチャルチームで仕

事をする場合，24時間絶え間なくプロジェクトを動かすこ

とも可能になる．

・通勤時間の減少によって，その時間を他の業務に費やす

ことができる．通勤ラッシュから解放されるので心身が休ま

るなどの効果もある．

2.2 企業におけるバーチャルチームのデメリット

一方，以下のようなバーチャルチームのデメリットも挙げ

られる．

・メンバーの出身国による文化の違いや，時差の関係によ

って，効果的なコミュニケーションが取れなかったり，協力

体制の構築が難しい面がある．

・メンバーによっては，一人で仕事をすることになり，隣

の同僚に話しかけることもできないので，孤立を感じる．

・メンバー同士の信頼関係の構築に時間がかかる．リーダ

ーは，メンバーが仕事を時間通り仕上げてくれるのか，順調

に前に進められているのか不安を抱えやすい．

・コミュニケーションが効果的に行えるように，オンライ

ン通信の設備投資や環境設定に資金を投入する必要がある．

3. オンラインでのリーダーシップ教育

リーダーシップ教育は，専攻必修科目の「システム工学特

論」14コマのうち 2コマを使って実施している．学生は，

リーダーシップ授業の学習を，同じ前期に開講している PBL

演習で適用し，その結果のリフレクションを継続して実施す

る．

リーダーシップ授業概要は以下の通りである．

・科目名：システム工学特論，システム工学特別演習（PBL）

・大学院研究科：システム理工学専攻，必修科目

・開講期：修士 1年前期

・履修者数：90名

3.1 リーダーシップ学修教育目標

リーダーシップ教育の学修教育目標は,以下の 3点である．

・リーダーシップについて理解することができる．

・バーチャルチームでのリーダーシップ発揮の方法を習得

することができる．

・機能するバーチャルチームの形成を実現することができ

る．

3.2 オンライン授業の実施環境と全体の流れ

オンラインコミュニケ―ションツールは，Zoom(5)と LMS
（Learning Management System），Google Drive 等を併用する．

リーダーシップオンライン授業の設計は，図 1に示すように，

全体に講義をするZoom のMain roomとチームごとに分かれ

てディスカッションやワークショップを行う Breakout room
が設定されている．また，チームの共同作業場として Google 
Chat を，講義資料保存や成果物提出先として LMS や Google
Drive を活用した．学生は，図 2に示すように Main room と

Breakout room の 2つの教室を教員の指示のもとに行き来す

る．

Fig.1 Online Implementation Environment

Fig.2 Use of Breakout Room in Zoom 

授業全体を通した教員と学生の行動と，それに対応するオ

ンラインの手段を表 1に示す．まず，事前課題の配布がある．

内容は，リーダーシップはチームの一人が所有するものでな

く，メンバー全員が発揮するものである，という考え方の重

要性を述べた読み物である．学生は資料から得られた知見に

ついてレポートにまとめ，提出する．

次に，1回目及び 2回目の授業の流れについて説明する．

授業開始時は，Main room で学習者全体に対して教員による

講義が行われる．その後，学生は Breakout room に 1チーム
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5～6名の 17チームに分かれて移動する．移動後は、チーム

作業で成果物を作成する．教員は，チームごとの作業中に，

Breakout room を訪問して，状況を把握し，必要に応じてア

ドバイスする．チームでの作業後は，全員が Main room へ移

動して，チーム作業の成果物をパソコンの画面で共有し発表

する．

更に，授業後 6週間に渡ってオンライン PBL 演習におけ

るリーダーシップ行動のリフレクションとチームの形成段

階の評価結果をポートフォリオに記録していく．この 6週の

期間は，教員は学生からチャットで質問を受けつけたり，応

援メッセージを適宜配信していく．

Table1 Online Lesson Scenarios

教員 学生 オンラインの手段

予習課題

の設定（読

み物）

予習課題を提出

（バーチャル環

境でのリーダー

シップ）

Google Chat の

設定

課題を配布（Google

Classroom，Google 

Drive）

課題を電子メールで

提出する

（授業準備のための

Google Chat の設定）

教員が講

義を実施

Zoom を使用した同時

双方向授業

学生を

Breakout 

room ヘの

移動

班毎に

Breakout room

へ移動，ディス

カション，リフ

レクション

Zoom Breakout rooms

Google Drive，Google

Slide 共同編集

教員がま

とめを実

施

学生がプレゼン

テーション

Zoom Main room

Google Drive，Google 

Slide で発表

教員から

連絡や振

り返りの

ためコメ

ント

教員に質問する

特論の班内での

連絡

Google Chat（班内で

の振り返りや連絡，

特別講師や教員との

間の質問，連絡等）

学生が個人でポ

ートフォリオ作

成しリフレクシ

ョン

電子メールで提出す

る

評価，成績 ポートフォリオ，課

題，授業参画

4. 授業の実施

4.1 第 1回目授業内容とチーム作業成果物の結果

まず，授業の内容について述べる．第 1回目の授業は，レ

クチャー，チーム作業，作業成果物のプレゼンテーションを

組み合わせて実施した．

（1）レクチャー

学生は，バーチャルチームのメリットやデメリット，チーム

ビルディング，そしてオンラインコミュニケーションでプロ

ジェクト推進に必要なリーダーシップについて学習する．

（2）チーム作業

学生は，PBL 演習のチームに分かれて，これまでに実施して

きたオンライン PBLでの WEB会議について振り返りを行う．

振り返りの内容は，以下の 2点である．

・プロジェクトの目標達成に向けた行動でよかった点と反

省点

・チームワークを強化するために人間関係に配慮した点と

反省点

（3）プレゼンテーション

3つの班がチーム作業の成果物を発表する．発表する班は，

教員が作業成果物を確認して選ぶ．

（4）レクチャー

学生は，バーチャルチームでの WEB 会議を効果的に進める

ための工夫として，プロジェクトの進捗と人間関係に関する

2つのアプローチについて講義を受ける．また，自分達のチ

ームの成熟度を確認するために，4段階のチーム形成タック

マンモデルについて学習する．4段階とは，チーム形成初期

の形成期から始まり，動乱期，統一期を経て，成果を最大限

生み出せる機能期に到達することを指す．

（5）チーム作業

学生は，再度チームに分かれて，ディスカッションと資料作

成を行う．作業の内容は以下のとおりである．

・1回目のチーム作業で行った振り返りの内容を踏まえ，Web
会議を効果的に進めるためのアイデア出し

・これからのバーチャルチームでの Web 会議を効果的に進

めるための 5つのルールを策定

（6）プレゼンテーション

3つの班がディスカッションの成果物を発表する．

チーム作業の結果については，2チームの成果物を抜粋し

て以下に示す(表 2)．

Table2 Team Reflection: Results and Five Rules

項目 Aチーム Bチーム

プ

ロ

ジ

ェ

ク

ト

の

目

標

達

成

に

向

け

た

行

動

良

か

っ

た

点

・レスポンスが早
かった
・役割を明確に理
解し各々仕事を全
うしていた
・全員が意見を出
して議論できた
・休み時間を効果
的に使えた

・次回にやることを決
め，事前に打ち合わせ
メモの確認時間を確保
したこと
・line などの簡単に連
絡を取れる方法を確立
した
・授業以外でも定期的
に連絡を取り合った

反

省

点

・時間内に全ての
作業が終わらなか
った
・メンバーそれぞ
れの作業内容が分
からなかった
・質問が全員に共
有されるのでしづ
らかった
・やるべきことと
のずれがあった

・新規性があまりない
こと
・現状分析があまりで
きていなかった
・プロジェクトの進め
方通りにできていない
・授業前の事前活動の
報告ができていなかっ
た
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人

間

関

係

良

か

っ

た

点

・意見を出したと

きにみんなが賛同

してくれて意見を

出しやすい

・ラインでも連絡

を取れていたので

伝達が早い

・外国人のメンバーに
話の理解の確認を行っ
た
・ときどき指名するこ
とで意見を言いやすい
状況をとった

反

省

点

・批判が少ない

・まだ少しかたい

・メンバーの事を

知ろうとする行動

がとれなかった

・各個人と連絡を取ら
なかった
・それぞれ何が得意な
のかを把握していない

5つの

ルール

・疑問点は直ちに

共有する

・開始時にやるこ

との確認，to do

リストを作成して

班で共有する

・自己能力の再確

認をし，共有して

おく

・タイムマネジメ

ントを徹底する

・作業途中で成果

を評価する

・最初はたわいもない

話から始める

・ファシリテーション

を頻繁に行う

・どんな意見でも褒め

る．否定から入らない．

・自分でダメだと決め

つけずにとりあえず発

言してみる！

・話し合った内容を最

後に全員で確認する．

4.2 第 2回目授業内容とチーム作業成果物の結果

                      
第 2回目授業の内容について述べる．第 2回目の授業も，

レクチャー，チーム作業，作業成果物のプレゼンテーション

を組み合わせて実施した．

（1）レクチャー

学生は，経験と学習の関係性，経験学習モデル，リフレクテ

ィブサイクル，チームリフレクションを促進する KPT（Keep, 
Problem, Try）フレームワークについて講義を受ける．

（2）チーム作業

学生は，オンライン上で PBL 演習のチームに分かれ，第 1
回目の授業で策定した 5つのルールの実行について，KPT フ

レームワークを活用して振り返りを行う．

①引き続き取り組むこと（Keep）
②上手くいかなかったことや問題点（Problem）

③今後実施すること（Try）
（3）プレゼンテーション

3つの班がディスカッションの成果物を発表する．

（4）レクチャー

学生は，自分の強みや専門領域のスキルをプロジェクト成功

のために活用できること，及びチームメンバーの強みを引き

出すことの重要性を講義によって認識する．

（5）チーム作業

学生は，チームに分かれて，個人で自分の強みを特定する作

業をし，その後メンバー間で共有する．お互いの強みをプロ

ジェクトの成功にどのように活用していくかをディスカッ

ションし，具体的な行動について列挙する．

（6）プレゼンテーション

3つの班がディスカッションの成果物を発表する．

チーム作業の結果について，2チームの成果物を抜粋して

表 3に示す．

Table3 Five Rules Reflection
項目 Aチーム Bチーム

5つの

ルー

ルの

振り

返り

（KPT

を活

用）

引き続き

取り組む

こと

*Keep

・疑問点は直ちに
共有する
・開始時にやるこ
との確認，to do
リストを作成し
て班で共有する
・タイムマネジメ
ントを徹底する
・話し合った内容
を最後に全員で
確認する
     

・どんな意見でもま
ずは褒める．否定か
ら入らない
・自分でダメだと決
めつけずにとりあ
えず発言してみ
る！
・作業時間に行った
ことを一人一人発
表する

上手くい

かなかっ

たことや

問題点

*Problem

・作業途中で成果
を評価していな
かった
・自己能力の再確
認をし，共有して
おく
・授業時間以外で
の連絡があまり
なかった

・たわいもない話で
始められなかった
・数人発言ができて
いない班員もいた
・各作業の締め切り
時間を定めていな
かった

今後実施

すること

*Try

・作業途中で成果

を評価する

・沈黙を改善する

人をおく

・タスクマネージ

ャーをおく

・グループ活動の

最初は，「あいさ

つ」から始める

・活動の最初に，各
自で調べたことな
どを報告する
・作業を分担する
・お互いが今何をし
ているのかを把握
する
・各作業について明
確な締め切りを定
める

メンバーの強み

を活かし，どのよ

うにチーム力を

高めていくか

・各自の得意を骨

組みとし，メンバ

ーの意見を積極

的に取り入れ肉

付けする

・提案・議論を活

発に行える人が

多いので，多くの

意見が出る中，問

題点の分析が得

意な人が客観的

な意見を言うこ

とで，案をより明

確なものとする．

・各々の専門分野を

互いに教え合う

・メンバーで目標を

共有し合い，各々の

専門分野を活かし

つつ，作業を助け合

う

・相槌などをたくさ

んして班員が意見

を述べやすい雰囲

気をつくる

・まとめた意見を企

業と共有し，班員と

企業とのすれ違い

をなくす（正確な情

報共有）．

5. e ポートフォリオを活用したリフレクション

オンライン上で PBL を成功に導くためには，プロジェク

トリーダーのみならず，チームメンバー全員でチームの発達

を意識し，より高いチーム力の発揮を目指す必要がある．本

ポートフォリオでは，学生が自らのチーム形成の発達段階を

自己評価し，さらに PBL 演習のリーダーシップ行動のリフ

レクションが記録できるように設計した．

e ポートフォリオは以下の項目で構成されている（表 4）．
・タックマンモデルのチーム形成 4段階のうち，自分のチー

ムはどの段階にあると思うか，その段階のセルに 10を入力
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する．もし複数の段階に及ぶ場合は，合計が 10になるよう

に，各段階の割合を数値で入力する．

・PBL 演習でのリーダーシップ行動のリフレクションを質問

に沿って実施する．質問事項は，次の 4点である．

－上手くいったこと，うれしかったこと，成功したことな

ど，どんな出来事がありましたか？

－うまくいかなかった出来事は起こりましたか？

－うまくいかなかった原因はどこにあると思いますか？

－次回，より良い結果を出すために，具体的にどのような

行動をとろうと思いますか？

学習者は，毎週 1回 6週間継続して，項目に沿ったリフレ

クションを行い記録した．

Table4 E-Portfolio Design
項目 詳細

タックマンモデル

のチーム形成 4段

階のうち，あなたの

チームはどの段階

にあると思います

か？その段階のセ

ルに 10を入力して

ください．もし複数

の段階に及ぶ場合

は，合計が 10にな

るように，各段階の

割合を数値で入力

してください．

形成期（forming)  :メンバーは自らの

役割をまだはっきりと理解していない．

期待と不安が入り混じった状態．

動乱期（storming) :役割を得た個人が，

それぞれ自分のやり方で課題に向かって

動き始める．メンバー間で意見や価値観

をめぐる衝突が起こる．チーム内のヒエ

ラルキーを気にする動きが出始めたりす

る．  

統一期（norming) :チームの課題に対す

るオープンな意見交換が行われる．目標

達成に向けての効果的なプロセスを検討

するようになる．メンバーがお互いを認

め合い，その上でチームの一員でいたい

と望むようになってくる．

機能期（performing）:チーム一丸とな

り目標達成に向けて集中する．メンバー

は効果的にコミュニケーションを取り，

成果に向けて柔軟に動くことが出来るよ

うになっている．この段階に来て，チー

ムは課題を解決し，成果を生み出せるよ

うになる．

PBL 演習のリーダ

ーシップ行動

リフレクション

上手くいったこと，うれしかったこと，

成功したことなど，どんな出来事があり

ましたか？

どんな出来事（上手くいかなかった）が

起こりましたか？

上手くいかなかった原因はどこにあると

思いますか？

次回，より良い結果を出すために，具体

的にどのような行動をとろうと思います

か？

6. 調査概要

本調査は，以下の 3点について明らかにすることを目的と

する．

・個人の継続的なリフレクションがもたらす行動への効果

・チーム形成の発達段階の継続的な評価がもたらすチーム活

動への効果

・チーム形成の発達段階の変化

6.1 調査対象

本授業必修科目「システム工学特論」の受講者である理工

学研究科システム理工学専攻修士 1年生 90名を調査対象と

した．

6.2 調査内容・方法

調査内容は，個人のリーダーシップ行動のリフレクション

による行動の変化と，チームの発達段階の継続的な評価によ

るチーム活動への効果についてである．個人のリーダーシッ

プ行動のリフレクションによる行動の変化については，eポ

ートフォリオの「PBL 演習のリーダーシップリフレクション」

を再度見直して回答するよう求めた．また，学生はタックマ

ンモデルを基準にして，チーム形成の発達段階を継続して評

価している．その継続的な評価がもたらす，個人のチーム活

動に対する変化について回答を求めた．

以下が，4点の質問項目である．有効回答数は 86件（回

答率 96%）であった．

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＜質問＞

・個人のリフレクションを継続することによってあなたの

行動に変化がありましたか？

・あった場合，その変化について具体的に述べてくださ

い．

・チーム形成の発達段階について，継続的に評価をすること

によって，チーム活動への取り組みに変化がありました

か？

・あった場合，その変化について具体的に述べてくださ

い．

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

7. 結果

まず，リーダーシップ行動のリフレクションの継続による

学習者の行動変化の有無について，結果を図 3に示す．86
名中 81名（94％）が行動に変化があったとし，5名（6％）

が変化なしと回答した．

Fig.3 Leadership Behavior Change

さらに具体的な行動変化の自由記述（ｎ＝81）に出てきた

語句を，計量テキスト分析用フリーソフト「KH Coder」(6) を
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用いてテキストマイニングで分析し，共起ネットワーク図に

表したものが図 4である．「共起」とは任意の文章において

ある文字列とある文字列が同時に出現する（ともに起こる）

ことである．共起ネットワーク図とは文字列間の共起性をつ

ながりで表したもので，感覚的にどのような事象が頻出して

いるのかを確認するためなどに用いられる．図の円の大きさ

は語句の出現度数を表している．

この図には 6つの塊が確認できる．語句の頻度の高いもの

から説明すると，1位：行動の意識化，2位：リフレクショ

ンスキル，3位：積極的な発言，4位：メンバーのサポート

となる．

次に，継続的なチーム形成の発達段階の評価がもたらす，

チーム活動への変化の有無について，結果を図 5に示す．86
名中 79名（92％）に変化があったとし，7名（8％）が変化

なしと回答した．

Fig.4 Co-occurrence Network of Leadership Behavior Change

Fig.5 Changes to PBL activities brought by team evaluation

Fig.6 Co-occurrence Network of Team Activity Change

さらに具体的な変化の自由記述（ｎ＝81）に出てきた語句

を，上記と同様にテキストマイニングで分析し，共起ネット

ワーク図に表したものが図 6である．

この図には 6つの塊が確認できる．語句の頻度の高いもの

から説明すると，1位：チーム活動の円滑化，2位：積極的

な意見の創出，3位：全員での目標達成，4位：プロジェク

ト活動へのモチベーションアップ，となる．

また，学習者は，タックマンモデルのチーム形成 4段階の

うち，自らのチームの段階を 10点で評価した．複数の段階

に及ぶ場合は，合計 10点として各段階に数値を配分して記

入した．各自が週に 1回記録し，6週間継続した．段階別の

割合の比較ができるよう，学習者 90名分の毎週の各段階の

数値を合計し，100%積み上げグラフとした（図 7）．
形成期は，第 1週目の 64.6％からコンスタントに減少を続

け，6週目には 2.8％を示している．動乱期は，2週目，3週

目，4週目と 30％台を推移しているが，5週目には 19.5％に

減少している．統一期と機能期は，週を追うごとに割合が高

まり最終の 6週目では，機能期の割合が統一期を上回る結果

になっている．

Fig.7 Changes in the Developmental Stages of Team Formation
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8. 考察

本研究では，オンラインでのリーダーシップ教育において，

継続的な eポートフォリオへの記録がもたらすリーダーシッ

プ行動の変化，及びチーム形成の段階的な発達への効果につ

いて明らかにすることを目的とした．

まず，個人の継続的なリフレクションがもたらすリーダー

シップ行動への効果である．回答者（ｎ＝86）の 94％に変

化があったとし，継続的なリフレクションがもたらす行動へ

の影響の高さがうかがえる．また，図 4で示した共起ネット

ワークから確認できた 6つの塊のうち，頻出度の高い語句か

ら 4点について特徴を述べる．

1点目は，自分の行動を意識的に行うようになった．これ

まで，無意識的に目の前の作業をこなしていたにすぎなかっ

たが，一つ一つの作業の意味を明確にして，意識しながら活

動を行うようになった．2点目は，リフレクションを行うス

キルが向上し，自分やメンバーの良い点を見出す力が高まり

改善点を明確にすることができるようになった．3 点目は，

発言の意欲が増し，議論に積極的に参画するようになった．

リフレクションの行為は，考える時間を増加させ、自分なり

の意見を持つ態度が身についた．4点目は，自分以外のメン

バーに意識が向くようになった．他者の状況を把握してサポ

ートしたり，チーム全体の作業の効率化を考えるようになっ

た．

これらの変化は，毎回のリフレクション時に，それまでの

記録全体を見返す行為を継続することによって促されたこ

とが，eポートフォリオからうかがえる．なお、本分析は，

授業最終段階での行動変化の全体傾向を示しており，時間経

過に伴う変化の様相を見るには限界がある．この点において

は，今後，eポートフォリオの記録を時系列でテキストマイ

ニング分析を行い，明らかにしていく．

次に，継続的なチーム形成の発達段階の評価がもたらす，

チーム活動への変化の有無についてである．回答者（ｎ＝86）
の 92％に変化があったとし，継続的なチーム評価がもたら

すチーム活動へのポジティブな影響の高さがうかがえる．ま

た，図 6で示した共起ネットワークから確認できた 6つの塊

のうち，頻出度の高い語句から 4点について特徴を述べる．

1点目は，チームの形成段階を上げるために自分は何をす

べきか意識して活動をするようになった．それによってチー

ム活動が円滑に進むようになった．2点目は，議論の場での

意見の創出が増え，他者の意見に建設的な反論をしながら自

分の考えを深めていくようになった．3点目は，各メンバー

が自分の役割を果たし，全員で目標達成に進んでいこうとす

る意気込みが高まっていった．4点目は，チームの形成段階

が上がると，チームの成長を実感でき，プロジェクト活動へ

のモチベーションが高まった．

また，時間の経過によるチーム形成段階の変化を示した図

7のグラフでは，4週目から 5週目にかけた時期の変動に特

徴がみられる．機能期の割合の増加，及び動乱期の減少が顕

著である．動乱期に関しては，『意見の対立やそのことによ

る作業進捗の遅れがあっても，動乱期であると意識し，冷静

に状況を受け入れ，いかにこの時期を抜け出し，高い段階へ

進めることができるかを考えた』など動乱期の認識の重要性

がうかがえる記述が複数見られた。  

以上のような変化は，タックマンモデルによるチームの評

価を継続することで，チームへの帰属意識やチーム活動への

貢献意欲が高まったことによって促されたと考えられる．

これらの議論を踏まえ，個人の行動のリフレクションとチ

ーム評価の効果に共通に見られた 3点の学習効果について

述べる．1点目は，これまで無意識に行っていた行動を意識

化するようになっている．このことは，ただ目の前の作業を

こなすのではなく，目標達成につながる意味ある行動かどう

かを判断するようになった．2点目に，日常的に考える行為

の時間が増加することで，自分の意見を持つようになり，会

議の議論へ積極的に参画するようになった．3点目に，自分

のことだけでなく，他者の動きやチーム全体の状況を把握し

ようとする意識が高まり，メンバーが動きやすい環境づくり

をしたり，チームの協働作業への貢献度が高まった．

以上，複数週に渡る PBL 演習において，継続的な個人のリ

ーダーシップ行動のリフレクションとチーム評価の実施と

記録は、個人とチーム両者の成長を促す有用な手段となり得

ることが示唆された。

9．おわりに

今年度前期授業は新型コロナウイルスの感染拡大を防止

するため，遠隔での授業実施となった．オンラインでのリー

ダーシップ教育による個人の行動の変化，及びチーム形成に

焦点を当てた授業の設計を試みた．学生は，オンラインでの

PBL 演習の中で，バーチャルチーム形成のためにルールを設

定し，それを意識してリーダーシップ行動に取り組んだ．ま

た，e ポートフォリオを活用して，リーダーシップ行動のリ

フレクション結果，及びチーム形成の発達段階の評価を 6週

間に渡り記録した．これらオンラインでのリーダーシップ教

育は，継続的な e ポートフォリオへの記録を通して，学習者

のリーダーシップ行動に変化をもたらし，バーチャルでのチ

ーム形成を実現した．

今後は，e ポートフォリオのリフレクションの記載状況の

変化や，教員の関わり方の回数や質が学生の行動に与える影

響などについて分析を続けていく．さらに，オンライン授業

と対面授業での効果の相違を追究し，オンラインでの有効な

リフレクション手法を明らかにしてく．
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